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一般社団法人日本内視鏡外科学会 委員会規則 

 

第１条（目的） 

１ この規則は、定款第 64条第１項の規定に基づき、一般社団法人日本内視鏡外科学会（以

下「この法人」という。）の委員会の種類、組織及び運営等に関する通則を定めること

を目的とする。 

２ この規則が附則の定めるところに従い効力を発生する日に存在するこの法人の委員会

（以下「既存委員会」という）は別表記載の通りとする。 

３ この規則が効力を有することとなった日以降に設立される委員会についてもこの規則

を適用するものとする。 

第２条（委員会の設置） 

１ 理事長は理事会の承認を得てこの法人の会務を執行するために必要な委員会を設置す

ることができる。 

２ 前号により委員会を設置する際、理事長は委員会の目的を指示し、かつ理事のうち１

名を委員長（編集委員会にあっては「編集主幹」と称し、以下同様とする。）として指

名するものとする。但し、理事の中に適任者がいない場合は、評議員の中から選ぶこと

ができる。 

第３条（委員会の編成） 

１ 前条に従い指名を受けた委員長は速やかに第４条によって委員を選任し、委員会を編

成する。 

２ 委員長は委員会の編成にあたっては次の各号に定める事項を決定しなければならない。 

(1) 委員会の目的 

(2) 委員の員数 

(3) 委員会の存続期間 

(4) 副委員長、小委員会、分科会その他委員会の活動に関する機関の設置を決定したとき

はその人数及び編成の内容 

(5) その他委員会の活動に必要な事項 

第４条（委員の選任） 

１ 委員長は、委員会の任務に適した定款第５条に定める会員または学識経験者から、そ

の承諾を得て委員を選任する。委員会の性格に応じた専門領域の意見が適切に反映しう

るよう配慮しなければならない。 

２ 委員長は他の委員会の委員の中から委員を選任することができるものとする。 

３ 第１項に定める専門領域とは概ね次に掲げる医療の分野を言う。 

①一般･消化器外科 ②呼吸器外科 ③内分泌外科 ④血管外科 ⑤心臓外科 

⑥小児外科 ⑦泌尿器科 ⑧産婦人科 ⑨整形外科 ⑩脳神経外科 ⑪形成外科 

⑫耳鼻咽喉科 ⑬その他医学界において専門分野として確立された科目 
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４ 以下に定める者は委員になることができない。 

  ①特別会員 

  ②名誉会員 

  ③国際名誉会員 

  ④監事 

５ 委員長は前条により委員会の編成を結了したときは速やかに理事長に報告しなければ

ならない。委員会の存続中に前項の事項を変更した場合も同様とする。 

第５条（任期） 

１ 委員長、副委員長及び委員の任期は、就任日の属する年度の開始日から 2年間とする。

但し第 3 条第 2 項第 3 号により、委員会の存続期間が 2 年より短いときはその存続期間

の満了をもって委員の任期は終了する。 

２ 委員長、副委員長及び委員は、最長３期を上限として再任されることができる。 

３ 前項の上限が、当該委員会の職務の特質に照らして不都合であると認められる場合に

は、委員長の発議に基づく理事会の決議によって、再任の限度を最長４期まで伸長する

ことができる。 

４ 前項にもかかわらず、任務の継続が当該委員会にとって不可欠な状況にある等特段の

事情がある場合には、委員長の発議に基づく理事会の決議によって、再任の限度を最長

２期更に伸長することができる。 

第６条（アドバイザー） 

 １ 委員長は、必要に応じて、当該委員会の趣旨に精通する者の中から、アドバイザー

若干名を委嘱することができる。 

 ２ 任期については、第５条第１項を準用する。但し、当該委員会の議決により再任さ

れることができる。 

第７条（委員長） 

委員長は委員会を主宰し、委員会が開催する会議の議長となる。 

第８条（副委員長） 

１ 委員長は必要に応じて委員の中から適当な人数の副委員長（編集委員会にあっては「編

集副主幹」と称し、以下同様とする。）を指名することができる。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、委員長の職

務を代行する。 

第９条（委員の補欠選任） 

１ 他の委員の補欠として選任されもしくは委員の増員として選任された委員の任期は、

他の委員の任期と同時に満了する。 

２ 委員は、任期が満了しても、後任の委員が委嘱されるまでは、引き続きその職務を行

う。 

第 10条（分科会等） 
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委員長は必要に応じ、委員会の議決を経て小委員会、分科会等の委員会内の機関を設置

することができる。 

第 11条（委員会の招集） 

 委員会は、委員長が招集する。 

第 12条（議決権の制限） 

 議案について特別の利害関係のある委員は、委員会の議決に加わることができない。 

第 13条（議事の非公開） 

１ 委員会の議事は、別に定める場合を除き、委員以外には公開しない。但し、委員長は

必要に応じ委員以外の者の出席を求めその意見を聴くことができる。 

２ 前項にもかかわらず、アドバイザーは、委員会に出席し、意見を述べることができる。 

３ 前項に定める他、この法人の会員は、委員長の許可を得たときは、委員会の議事を傍

聴することができる。 

４ 委員会は、特に必要があると認めたとき、もしくはその性格上秘密を要する議事につ

いては、議事を非公開とすることができる。 

第 14条（委員会の開催および議決） 

 別に定めのある場合を除き、委員会を開催するには委員の過半数の出席を必要とし、決

議については出席委員の過半数の賛成を得なければならない。可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 

第 15条（議事録） 

委員会の議事については、別に定める場合を除き、議事録を作成し、委員長が署名押印

する。 

第 16条（謝金・費用の支弁） 

委員会の活動のうち、会議出席以外で著しく負担のかかる職務については、委員長の発

議に基づく理事会の決議によって謝金・費用をこの法人が負担することができる。 

第 17条（守秘義務） 

 委員は、正当な理由のない限り、委員会の議事及び議決の内容を他に漏らしてはならな

い。委員の委嘱を解かれた後も、同様とする。 

第 18条（報告義務） 

この規則により委員長、副委員長及び委員に選定もしくは選任された理事は定款第 27条

第 3 項に定める理事(業務執行理事)とし、同条第 5 項に定めるところに従って理事会に

職務執行の状況を報告しなければならない。 

 

附則 

１ この規則は、平成 24年 10月 1日から施行する。 

 

変更履歴 
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平成 27年 4月 7日 

令和 2年 12月 1日 












